
金沢市総合治水対策の推進に関する条例（抄） 

平成21 年3 月24 日 

第1 章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、本市における総合治水対策の推進について、基本理念を定め、並びに市、市

民及び事業者の責務を明らかにするとともに、総合治水対策を推進するための基本となる事項等を

定めることにより、浸水被害の発生及び拡大の防止を図り、もって安全で安心な都市環境の形成に

資することを目的とする。 

第3 章 開発事業における雨水排水計画の協議等 

(開発事業の雨水排水計画の協議) 

第14 条 本市の区域内において、その面積が1,000 平方メートル以上の土地に係る開発事業を行お

うとする者（以下「開発事業者」という。）は、あらかじめ、当該開発事業の実施に係る雨水を排

水するための計画（以下「雨水排水計画」という。）を記載した書類（以下「計画書」という。）

を市長に提出するとともに、当該雨水排水計画について、市長と協議しなければならない。当該雨

水排水計画の内容を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 前項の規定は、次に掲げる行為については、適用しない。 

(1) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で市長が定めるもの 

(2) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

(助言、指導又は勧告) 

第15 条 市長は、前条第１項の規定による協議をした場合において、当該雨水排水計画の内容が市

長が別に定める浸水被害の発生及び拡大の防止を図るための雨水の排水に係る技術上の基準に適

合しないと認めるときは、当該開発事業者に対し、必要な措置を講ずるよう助言、指導又は勧告を

しなければならない。 

２ 市長は、前条第１項の規定による協議をしない者又は虚偽の計画書による協議をした者に対し、

期限を定め、必要な措置を講ずるよう指導又は勧告をすることができる。 

３ 市長は、前２項の規定による助言、指導又は勧告をする場合においては、金沢市総合治水対策

推進協議会の意見を聴くことができる。 

(報告等) 

第16 条 前条第1 項又は第2 項の規定による助言、指導又は勧告を受けた者は、当該助言、指導又

は勧告によって講じた措置について、市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により報告を受けた場合は、必要に応じて実地調査をするものとする。 

(公表) 

第17 条 市長は、第15 条第１項又は第２項の規定により勧告を受けた者が正当な理由がなく当該

勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表をされるべき者

にその理由を通知し、かつ、意見を述べ、及び有利な証拠を提出する機会を与えるとともに、金沢

市総合治水対策推進協議会の意見を聴かなければならない。 


